
○防火対象物の消防検査に関する取扱要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下「令」という。）第

３５条第１項第３号に基づき、消防長が指定する防火対象物を定めるとともに予防事務

の合理化を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 消防検査 令第３５条第１項第３号の規定により消防長が指定する防火対象物に

設置された消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の３の２の規定により検査

を受けなければならない消防用設備等又は特殊消防用設備等に対して行う検査をいう。 
⑵ 防火対象物使用開始届出書 大府市火災予防条例施行規則（昭和４５年大府市規則

第９２号）第４条に規定する届出書をいう。 
⑶ 検査員 消防用設備等又は特殊消防用設備等が技術上の基準に適否していること

を判断する消防職員をいう。 

（消防検査対象の指定） 

第３条 令第３５条第１項第３号の規定に基づき、消防検査を受けなければならない防火

対象物として、消防長が指定するものは、令別表第１（５）項ロ、（７）項、（８）項、

（９）項ロ、（１０）項から（１５）項まで、（１６）項ロ、（１７）項及び（１８）項

に掲げる防火対象物で、延べ面積が３００平方メートル以上のものとする。 

（新築防火対象物の消防検査の省略） 

第４条 令別表第１（５）項ロに掲げる防火対象物のうち、新築のものについては、令

第１０条第１項の消火器具の設置基準に限り、防火対象物使用開始届出書に、次に掲げ

る書類を添えることにより、消防検査を省略することができる。この場合おいて、検査

員は、遅滞なく現地確認を行うものとする。 

⑴ 消火器具試験結果報告書（消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）第３１条

の３関係） 

⑵ 附近配置図、各階平面図及び消火器の使用機器図（仕様表）等 

⑶ 消火器設置配置図 

⑷ その他消防長が必要と認めるもの 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年２月 15 日から施行する。 

 

 

 

 


